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県内人口の推移（全体）

・富山県の人口は、全国より 10年早い 1998（H10）年をピークに減少に転じる。

・年齢３区分別の人口構成では、65歳以上が拡大する一方、15歳未満は減少が続いており、人口構成が変化。

2（出典）総務省統計局「人口推計」、富山県「人口移動調査」（いずれも各年10月1日現在）
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県内人口の推移（市町村別①）

（出典）総務省統計局「人口推計」、富山県「人口移動調査」 3



県内人口の推移（市町村別②）

（出典）総務省統計局「人口推計」、富山県「人口移動調査」
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将来推計（富山県・全体）
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将来推計（市町村別）

2020 2030 2040 2050 2060

富山市 100.0 93.6 87.8 81.7 74.7

高岡市 100.0 91.4 81.5 71.7 61.8

魚津市 100.0 88.5 76.7 65.3 54.3

氷見市 100.0 80.8 64.5 50.0 37.6

滑川市 100.0 94.0 86.9 79.4 71.2

黒部市 100.0 91.9 83.0 74.1 64.8

砺波市 100.0 93.7 86.6 78.4 69.1

小矢部市 100.0 85.1 72.0 59.6 48.5

南砺市 100.0 82.6 67.5 54.2 42.7

射水市 100.0 93.5 85.7 77.7 69.2

舟橋村 100.0 101.1 101.2 98.2 92.0

上市町 100.0 85.8 71.1 57.3 44.7

立山町 100.0 89.3 77.9 66.6 55.6

入善町 100.0 83.7 69.8 56.8 44.9

朝日町 100.0 79.1 60.6 45.4 32.8

県内市町村の将来人口増減指数（2020年＝100とした場合）
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年齢３区分別人口の推移
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（出典）総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」

・全国、富山県ともに、15歳未満の「年少人口」割合は減少し、65歳以上の「老年人口」割合は上昇。

・また、労働力を支える15～64歳の「生産年齢人口」の割合は、1990年代から急速に減少。
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（令和２年）
・全体：62.9％
・男：72.4％
・女：54.2％

（出典）国勢調査

・労働力率は、全体的にやや下降・横ばい傾向で推移。女性の労働力率（54.7％）は全国平均（54.2％）

をやや上回る。

本県の労働力人口と労働力率の推移
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本県の社会増減と自然増減の推移

・1993 年～1997 年にかけて、転入超過（社会増）となり人口が増加傾向となったものの、1998 年に再

び転出超過（社会減）に転じ、出生数の減少とあいまって、以降は、人口減少に歯止めがかからない状

態が続いている。
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社会移動の全国比較

・本県の社会移動数（転入数、転出数）は、他県と比べて低い状況にある。

・ 2023 年（R5）の移動率は、転入が 1.38％、転出が 1.56％であり、転入は全国で 11 番目に、転出は全

国で 4 番目に低い値となっている。
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（出典）総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告（令和５年）」
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本県と他都道府県との人口移動①
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① 都道府県別の転出入

・2023年（R5）に本県からの転出超過数が最も多いのは、東京都（△863）で、次いで神奈川（△302）、

大阪府（△269）、埼玉県（△261）、千葉県（△191）の順となっている。

（出典）富山県「人口移動調査」（令和４年10月1日～令和５年9月30日）
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本県と他都道府県との人口移動②
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② 年齢別の他都道府県への人口移動（年齢別）

・本県では「15-19歳」「20-24歳」で転出超過が続いており、特に「20-24歳」女性の転出超過数が大き

くなっている。

（出典）富山県「人口移動調査」（令和４年10月1日～令和５年9月30日）
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本県と他都道府県との人口移動③

③ 直近年次の年齢別・エリア別の人口移動

・2023年（R5）の住民基本台帳人口移動報告によると、富山県では、「15-19歳」「20-24歳」「25-29

歳」の「東京圏」への転出超過が顕著。「15-19歳」は男女ともに100人以上の転出超過、「20-24歳」で

は500人以上の転出超過となっている。

・また、男性の場合、「15-19歳」の石川県への転出超過、女性の場合、「15-19歳」「20-24歳」の「関

西圏」への転出超過も目立っている。

（出典）総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」
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東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
中京圏：岐阜県、愛知県、三重県
関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

男性：2023年の年齢別・エリア別の人口移動
女性：2023年の年齢別・エリア別の人口移動
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本県の高校卒業生の進路先
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・2024年（R6）3月の県内高等学校卒業者8,040人のうち大学等進学者数は4,699人、大学等進学率は

58.4％で、全国第19位となっている。就職者数は1,510人で、就職率は18.8％、うち県内就職割合は93.9％

で全国第2位となっている。

（出典）富山県「県内高等学校卒業者進路状況調査」より作成

県内高校生の進路状況別割合
（2024.3月卒業者）

県内高校生の大学・短大進学者数、
就職者数の推移
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Uターン就職率 県内大学等卒業生 就職状況
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・県外大学等卒業者のＵターン就職率は、概ね６割程度で推移。また、直近の県内大学卒業生の就職状況を

見ると、県内出身者の県内就職率は79.8％と高いが、県外出身者の県内就職率は17.3％と低い状況にある。

・大学等卒業生の県外への就職は、20歳代の転出超過の大きな要因であるとみられることから、県内就職率

の上昇は本県の社会動態の均衡にあたり大きな課題であるといえる。

（出典）富山県労働政策課調べ

←本県出身の県外大学等卒業者のＵターン就職率

↓県内大学卒業生の県内就職の割合
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産業大分類別従業者数の構成比
・従業者数では、「製造業」、「卸売業・小売業」、「医療、福祉」が多く、特に「医療、福祉」では女性が

占める割合が大きい。

・全国と比較すると「製造業」の割合が比較的大きい。
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（出典）総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」 16

令和３年の産業別従業者数の構成比（全国、富山県）
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・労働力人口の年齢構成は、富山県、全国ともに、40歳・50歳代の割合が高い。

・富山県は全国と比べると、50歳代以降割合がやや高い。

労働力人口の年齢構成

（出典）令和２年 国勢調査 17



本県の正規・非正規雇用者数の推移

・パート・アルバイトや派遣社員等の非正規雇用者は増加傾向にある。

・雇用者（役員等を除く）に占める正規雇用者の割合は、2022年（R4）は67.7％（全国63.1％）で全国

   １位となっている。

392 392 346 345 317 318 318

63 95

118 143
155 157 152

86.2%

67.7%

13.8%

32.3%

81.8%

63.1%

18.2%

36.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

100

200

300

400

500

600

1992 1997 2002 2007 2012 2017 2022

正規雇用者 非正規雇用者 正規割合（富山県）

非正規割合（富山県） 正規割合（全国） 非正規割合（全国）

(人)

（出典）総務省統計局「就業構造基本調査」 18



本県の有効求人倍率の推移
・R5 年度平均の本県の有効求人倍率は 1.44 倍で、20H21年度を底に上昇傾向。

0.51

1.44

0.45

1.29

0

0.5

1

1.5

2

2.5

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

富山県 全国

（出典）富山労働局発表「雇用情勢」 19



本県の産業構造（産業別付加価値額）

建設業, 
11.6%

建設業, 
7.1%

製造業, 
29.0%

製造業, 
19.3%

卸売業・小売業, 
14.5%

卸売業・小売業, 
14.1%

医療・福祉,
11.0%

医療・福祉,
21.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

富山県

全 国

農林漁業 鉱業 建設業

製造業 電気・ガス・水道業 情報通信業

運輸業・郵便業 卸売業・小売業 金融業・保険業

不動産業・物品賃貸業 学術研究，専門・技術サービス業 宿泊業，飲食サービス業

生活関連，娯楽業 教育，学習支援業 医療・福祉

複合サービス事業 サービス業(その他)

・本県の付加価値額（R３）の産業別構成比をみると、製造業が全体の３割近くを占めており、また、卸売

業・小売業、建設業が比較的大きなウェイトを占めています。これらの構成比は、全国と比べても高い状

態にある。

・製造業については、化学や金属製品の生産用機械器具の構成比が、全国と比べて高い状態。

（出典）総務省・経済産業省「令和３年経済センサス活動調査」をもとに富山県作成 20



本県の県民所得

2,972 2,948

3,040
3,083

3,235

3,128

3,237

3,344 3,321

3,113

3,291

2,798 2,808

2,925
2,961

3,089 3,089

3,157 3,181 3,181

2,980

3,153

 2,500

 2,600

 2,700

 2,800

 2,900

 3,000

 3,100

 3,200

 3,300

 3,400

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

富山県 国民所得

(千円)

・2021年度（Ｒ３年度）の県民所得（名目）を県人口で割った１人あたり県民所得は3,291千円となって

おり、全国と比較しても高い水準にある。

（出典）内閣府「2022年度（令和4年度）国民経済計算年次推計」、富山県「令和３年度富山県民経済計算」 21



本県の職種別の求人倍率①

（出典）富山労働市場ニュース（令和７年２月）＜富山労働局＞

・職種別の有効求人倍率でみると、求人・求職の母数に差はあるものの、建設・採掘従事者、

サービス職業従事者、管理的職業従事者、保安職業従事者等は１倍を大きく上回っている。

22



本県の職種別の求人倍率②

（出典）富山労働市場ニュース（令和７年２月）＜富山労働局＞ 23



本県の職種別の求人倍率③

（出典）富山労働市場ニュース（令和７年２月）＜富山労働局＞ 24



1.2

1.6

1.2

0.9

2.2

5.5

4.3

4.8

6.9

5.5

3.7

20.9

18.7

23.0

19.1

17.6

9.3

54.8

55.2

53.9

55.7

54.4

64.8

17.6

20.1

17.1

17.3

20.3

22.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1768

令和５年度調査 N=1659

～30人 N= 999

31～100人 N= 533

101～300人 N= 182

301人以上 N= 54

非常に過剰 やや過剰 適正 やや不足 非常に不足

（全体集計）

（企業規模別集計）

・人手不足（「非常に不足」、「やや不足」）と回答した企業は、昨年度（75.3％）に比べて、わずかに減

少したものの、依然として７割を超える（72.4％）。

・企業規模が大きくなるほど人手不足の傾向と答える企業の回答割合が高い。

本県の人材過不足の状況（全体・企業規模別）

（出典）富山県賃上げ・人材確保等に関する調査結果（令和６年度） 25



本県の人材過不足の状況（業種別集計）

・業種別では、昨年度に引き続き、「建設業」（84.6%）、「飲食店・宿泊業」（82.3%）のほか、新たに

「運輸業」（81.1%）が８割を超える。一方、「サービス業」は74.1％で、昨年度（81.9％）と比べて7.8ポ

イント改善。「製造業」は68.6％で昨年度（67.7％）から横ばい。

0.6

1.1

1.9

0.5

3.4

1.1

2.0

2.1

8.5

14.3

7.1

0.9

7.7

4.3

25.0

6.1

5.6

3.3

12.7

21.7

28.6

17.9

16.0

27.8

17.4

25.0

17.6

16.3

29.9

19.7

59.2

57.0

28.6

64.3

56.6

51.5

73.9

50.0

67.6

50.3

44.7

58.6

25.4

11.6

28.6

10.7

24.5

12.4

4.3

14.7

23.8

18.7

16.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業 N= 338

製造業 N= 447

電気・ガス・水道業 N= 7

情報通信業 N= 28

運輸業 N= 106

卸売、小売業 N= 194

金融、保険業 N= 23

不動産業 N= 8

飲食店・宿泊業 N= 34

サービス業 N= 147

医療、福祉 N= 284

その他 N= 152

非常に過剰 やや過剰 適正 やや不足 非常に不足

（出典）富山県賃上げ・人材確保等に関する調査結果（令和６年度） 26



本県の人材過不足の状況（事務・営業系と技術・技能系）

・県内事業所の事務・営業系の人材については、充足感が不足感に対し33.5%高い。

・県内事業所の技術・技能系の人材については、不足感が充足感に対し34.9%高い。

※「人材の充足感」は「十分足りている」、「まあ足りている」の合計「人材の不足感」は「やや不足している」、「かなり不足している」の合計

（出典）職業能力開発ニーズ調査 調査報告書（富山県・令和６年度）

0.7 

8.8 62.8 18.4 

1.8 

4.0 3.5 
＜参考＞

前回調査（865）

かなり過剰 やや過剰 適正 やや不足

0.6 

9.1 36.2 35.3 11.4 4.4 3.0 
＜参考＞

前回踏査（865）

かなり過剰 やや過剰 適正 やや不足

7.4 

7.4 

7.5 

15.9 

18.0 

14.3 

15.0 

17.2 

13.3 

40.0 

40.8 

39.6 

18.2 

15.7 

20.4 

3.5 

0.9 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（753）

製造業（338）

非製造業（412）

■人材の過不足感【技術・技能職】

十分足りている まあ足りている どちらともいえない

やや不足している かなり不足している 無回答

22.4 

19.8 

24.8 

34.4 

39.9 

30.1 

17.1 

17.5 

17.0 

20.1 

20.1 

20.1 

3.2 

1.5 

4.6 

2.8 

1.2 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（753）

製造業（338）

非製造業（412）

■人材の過不足感【事務・営業系】

十分足りている まあ足りている どちらともいえない

やや不足している かなり不足している 無回答
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正社員としての採用計画がある人材の採用が困難と回答した企業の割合

・企業が採用困難と回答した人材（正社員としての採用計画がある人材のうち）は「大卒・大学院卒（理

系）」（82.4％）が昨年度に引き続き8割を超える。「大卒・大学院卒（文系）」（68.9％）、「高卒」

（62.8％）、「経験者（社会人）」（62.3％）で、昨年度から横ばい傾向。

62.8(N=800)

60.9(N=737)

68.9(N=508)

82.4(N=489)

62.3(N=1378)

49.2(N=118)

64.4(N=842)

61.2(N=747)

70.9(N=571)

81.8(N=559)

66.4(N=1392)

53.2(N=109)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

高卒

短大卒・専門学校等卒

大卒・大学院卒（文系）

大卒・大学院卒（理系）

経験者（社会人）

その他

#REF!

#REF!

全体

令和５年度調査

（出典）富山県賃上げ・人材確保等に関する調査結果（令和６年度） 28



高年齢人材（65歳以上）の雇用状況(正規雇用・非正規雇用不問)

・高年齢人材（65歳以上）を雇用又は雇用を予定している企業は８割を超え（81.6％）ている。

79.8

71.2

91.6

90.7

85.2

75.4

80.5

42.9

46.4

87.7

81.4

73.9

87.5

97.1

80.3

82.7

77.6

1.8

2.2

0.9

1.6

1.9

1.8

1.6

14.3

2.8

2.1

4.3

2.0

1.4

1.3

2.6

3.5

1.5

0.5

3.7

3.6

2.2

7.1

2.8

2.1

4.3

2.0

1.1

5.3

15.9

23.1

6.0

7.1

9.3

19.2

15.7

42.9

46.4

6.6

14.4

17.4

12.5

2.9

15.6

14.8

15.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1768

～30人 N= 999

31～100人 N= 533

101～300人 N= 182

301人以上 N= 54

建設業 N= 338

製造業 N= 447

電気・ガス・水道業 N= 7

情報通信業 N= 28

運輸業 N= 106

卸売、小売業 N= 194

金融、保険業 N= 23

不動産業 N= 8

飲食店・宿泊業 N= 34

サービス業 N= 147

医療、福祉 N= 284

その他 N= 152

雇用している 雇用を予定している 雇用を検討している 雇用していない

（企業規模別集計）

（全体集計）

（業種別集計）

（出典）富山県賃上げ・人材確保等に関する調査結果（令和６年度） 29



企業が人材確保に向けて、今後強化していく取組み
（全体集計、賃上げ実施状況別集計）

・人材確保に向けて、今後強化していく取組みは、「社会人の採用を増やす」（44.9%）が最多。次いで

「学生の採用を増やす」（30.9%）、「高年齢人材を活用する」（13.9%）「外国人材を活用する」

（9.1%）が続く。

44.9

30.9

13.9

9.1

7.6

6.6

3.9

2.4

45.6

32.0

13.6

9.2

7.6

6.7

3.9

2.5

37.5

19.1

16.4

8.6

7.9

5.9

3.9

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

社会人の採用を増やす

学生の採用を増やす

高年齢人材を活用する

外国人材を活用する

非正規社員を増やす

業務の外注化

副業・兼業人材を活用する

その他

全体 N=1768

賃上げを実施する N=1616

賃上げを実施しない N=152

（出典）富山県賃上げ・人材確保等に関する調査結果（令和６年度） 30



ＩｏＴ・ＡＩ・ＲＰＡ等の導入の課題や人材の過不足感

・ＩｏＴ・ＡＩ・ＲＰＡ等の導入に、「既に取り組んでいる」「今後取り組みたい」と答えた県内事業所

のうち、65.4％の事業所が取り組みの課題として「ＩｏＴ・ＡＩ・ＲＰＡ等の 担当の技術者の不足」

と回答。

・デジタル人材について、「かなり不足している」の回答が34.1％、「やや不足している」の回答が

25.1％であり、６割近い事業所が不足を感じている。

（出典）職業能力開発ニーズ調査 調査報告書（富山県・令和６年度）

65.4 

58.0 

20.3 

19.4 

5.4 

2.5 

71.0 

56.8 

18.2 

22.2 

4.5 

1.1 

59.8 

59.2 

22.3 

16.8 

6.1 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80%

ＩｏＴ・ＡＩ・ＲＰＡ等

の担当の技術者の不足

導入コストがかさむ

情報が足りない

活用効果が見えない

その他

無回答

■ＩｏＴ・ＡＩ・ＲＰＡ等の導入の課題

全体（355） 製造業（176） 非製造業（179）

1.4 

-

2.8 

9.0 

11.4 

6.7 

25.9 

22.2 

29.6 

25.1 

25.0 

25.1 

34.1 

38.6 

29.6 

4.5 

2.8 

6.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（355）

製造業

（176）

非製造業

（179）

■デジタル人材の過不足感

十分足りている まあ足りている

どちらともいえない やや不足している

かなり不足している 無回答
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